
重要となる。

　介護者の健康診査受診、がん検診受診と受療につ

いては、Matthews1）らによる、50 歳以上の女性

介護者 250 人、男性介護者 69 人に 1 ～ 3 年以内

とそれ以前の血液検査、マンモグラフィー検査、前

立腺検査に関する受診率の報告によれば、いずれの

検査も 1 ～ 3 年以内に受診している割合はそれ以

前より少なくなっていた。

　我が国の検診受診に関する報告では、在宅高齢者

のがん検診受診行動について、三觜ら 2）は、検診

を受診している者として、現在仕事を有している者、

男性は喫煙習慣がなく身体的活動習慣があり、食生

活に配慮しており、手段的・情緒的サポートを多く

受領している者との報告があり、男女ともソーシャ

ルネットワークが豊富だと受診しているとの報告が

されている。

　家族介護者が健康を維持増進するための健診、が

ん検診、疾病の治療を含めた予防的健康行動を明ら

かにした研究の報告は少ない。そこで、概念枠組

Ⅰ．はじめに

　わが国では、国民の健康づくりを推進する健康日

本 21 において、生活習慣病の予防に重点がおかれ

ている。地域保健活動は住民の健康に予防的にかか

わり支援することに主軸を置き、生活の質の向上や

健康寿命の延伸を図る中心的役割を担う。地域住民

の中で、健康行動の実践に課題を抱える対象として

家族介護者の存在があると考えられる。家族介護者

は、特に介護が重度になると介護に要する時間や労

力が増加し、家族介護者自身の生活習慣等健康行動

の遂行に影響することが推察できる。

　実際に、日頃地域保健活動の中で接する家族介護

者は、介護負担や困難を抱えていたり、高齢介護者

では疾病や症状を抱え、介護を続けながら受診や治

療の継続困難や健康診査に出向くことができないこ

とも少なくない。しかし、家族介護者の健康は、介

護者自身の将来の健康と在宅介護の継続に大きく影

響する。そのためには、家族介護者が良い生活習慣

を維持し、必要な疾病の治療を継続していくことが
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家族介護者の予防的健康行動と関連する要因

The factor related to preventive health behavior of family caregivers

－ utilize Health Belief Model －

－ヘルスビリーフモデルを用いて－

要旨

　在宅で介護している家族介護者の健康は、介護者自身の将来の健康と在宅介護の継続に大きく影響する。

そこで本研究は、在宅で要介護４・５の要介護者を介護している家族介護者を対象に、家族介護者の予防的

健康行動をヘルスビリーフモデルを活用して、その行動に関連する要因について明らかにすることを目的と

した。A 市の家族介護者 361 人の無記名自記式質問紙を分析した結果、以下のことが明らかになった。

　予防的健康行動と関連する家族要因として、予防的健康行動が取りにくいハイリスク者は、男性、64 歳以下、

13 時間以上の介護、経済的ゆとりなしが明らかになった。

　介護による「健康悪化の認識」と健康を保つために健診を受ける必要性や良い生活習慣を続ける必要性で

ある「行動の起こる見込みの有効性」は、ほとんどの家族介護者が認識していた。介護を続けながらの健診

受診、休養や運動の実施は難しい「障害性の認識」があると、実際の予防的健康行動がとれていなかった。「行

動のきっかけ」では、健康や知識の情報数や健診を勧める人、助言者がいると、予防的健康行動がとれていた。

また、情報種類として媒体だけでなく、人による情報が有効であることが明らかになった。

　地域保健活動として、重度な介護をしている家族介護者の予防的健康行動を維持するために、優先して支

援すべき家族介護者や、地域の関係機関等との連携の必要性や有効な支援手段の示唆を得た。

【キーワード】　家族介護者　　予防的健康行動　　ヘルスビリーフモデル　　介護度

横山　芳子１）

Yoshiko YOKOYAMA

1）元松本短期大学看護学科



として、「ある疾病になる可能性の認識」や「疾病

にかかった場合の重大さに関する認識」が疾病への

恐れとなり、それが疾病を予防するための準備状態

を作り、「疾病を予防するための行動の有効性の認

識」が予防行動を促進し、逆に、「予防行動に伴う

苦痛や負担に関する認識」がその行動を阻害すると

いう４つの因子で構成されている。

　今回はこのモデルを活用して、家族介護者が介護

により健康が悪化するかもしれないと認識し、健康

の悪化による介護継続困難の重大さの認識から生じ

る健康を損なうかもしれないとの思いが家族介護者

の予防的健康行動の準備状態をつくり、健康行動の

有効性の認識が予防的健康行動を促進し、逆に予防

的健康行動をとるための負担の認識が、予防的健康

行動の実行を阻害すると定義した。さらに、健康を

損なうかもしれないという思いに影響する行動の

きっかけは、健診や生活習慣に関する情報源、交通

の便、健診や生活習慣病の助言をすすめてくれる人

の存在とした（図１）

 

２）用語の定義

　予防的健康行動

　保健行動を Kasl ＆ Cobb ら 5）は予防的保健行動、

病気対処行動、病者役割行動と定義し、宗像 6) は「健

康のあらゆる段階にみられる、健康保持、回復、増

進を目的として、人々が行なうあらゆる行動」を保

健行動としたことから本研究では、予防的健康行動

は健康増進行動、予防的保健行動、病気対処行動ま

で含めた行動を予防的健康行動と定義する。

３）調査票

　「予防的健康行動の実践の項目」「家族介護者の要

因の項目」「健康悪化の認識の項目」「行動の起こる

見込みの項目」「行動のきっかけの項目」からなる

調査票を作成した。

　健康行動では、生活習慣に関する予防的保健行

動を測った藤内ら 7）で使用されていた「健康行動」

みとして Health Belief Model（以下 HBM と略す）

の 4 つの因子を活用して、家族介護者の予防的健

康行動と関連する要因を明らかにし、地域における

家族介護者の健康を支援する施策の提言に寄与する

ことを目的に調査した。

Ⅱ．研究目的

　A 市における家族介護が行っている予防的健康行

動を明らかにし、予防的健康行動の実践に関連する

要因を検討する。

Ⅲ．研究方法

１．研究デザイン

　横断的調査研究

２．調査期間

　2008 年 7 月～ 2008 年 8 月

３．調査対象

　A 市在住で、2008 年 4 月 1 日時点で要介護 4・

5 の認定を受けた要介護者を在宅で介護する家族介

護者 1,055 人とした。

４．調査方法

　自記式調査票を対象家族介護者に配布し、郵送で

回収した。

１）A 市に調査の趣旨を説明の上、協力を依頼し、

A 市内の全 51 居宅介護支援事業所ごとの要介護 4・

5 の人数を把握した。

２）介護支援専門員の研修会で、研究の趣旨を介護

支援専門員に文書と口頭にて説明した。また、介護

支援専門員の所属する居宅介護支援事業所長に文書

にて研究協力を依頼した。

３）協力の得られた居宅介護支援事業所ごとに家族

介護者あての調査票を持ち帰ってもらい、介護支援

専門員が、介護者を定期訪問する際に調査票配布を

依頼した。

４）家族介護者には、調査票とともに研究の主旨と

概要を説明する文書を添付し、無記名自記式の調査

票の返送を以って協力の意思表示とし、郵送回収し

た。

５）居宅介護支援事業所には、調査票の配布数と配

布できなかった件数とその理由の集計を依頼し、郵

送回収した。

５．調査内容

１）概念枠組

　HBM は 1966 年 に Rosenstock3） が 健 康 行 動

の要因構造を提唱したモデルで、その後 1974 年

Becker ら 4）が病気でない人の予防的保健行動だ

けでなく、病気である人の受療行動まで拡大した。

HBM は住民の健康行動に関わる要因構造のモデル

家族介護者の要因

（基本的属性・身体的状態

心理社会面・介護状況）

① 健康行動

② 受検・受療行動

図１　ヘルスビリーフモデルを活用した調査の枠組み

(通院の困難・情報源

　すすめてくれる人)

健康悪化の認識 行動の起こる見込み予防的健康行動の実践

（有効性・障害性）

行動のきっかけ

（罹患性・重大性）

4 家族介護者の予防的健康行動と関連する要因

図 1　ヘルスビリーフモデルを活用した調査の枠組み



介護者が得ている「健康に関する知識や方法の情報

源」を質問した。家族介護者の受診時の交通の便は、

「とても困難」から「困難ではない」まで３件法で

尋ねた。

６．データ分析方法

　調査項目は全て記述統計として集計した。「家族

介護者の状況」では、質問項目から 2 ～ 5 群に分

類した。「健康悪化の認識」「行動の起こる見込み」

に関する項目では、「そう思う」「どちらかと言えば

そう思う」を「そう思う」とし、それ以外を「そう

思わない」の 2 群に分類した。「行動のきっかけ」

に関する項目では「受診時の交通の便」は「とても

困難」「少し困難」を「あり」「困難ではない」を「な

し」の 2 群に分類した。「健診やがん検診の情報数」

は平均値を参考に「1 個以下」と「2 個以上」に分

類し、「健康に関する知識や方法の情報源」は平均

値を参考に「2 個以下」と「3 個以上」に分類した。

各項目を健康行動と受検・受療行動の平均を比較し

た。2 群間の比較には t 検定を、多群間の比較には

一元配置分散分析、多重比較には Tukey の方法を

用いた。

　各検定における有意水準は 0.05（両側）とした。

統計ソフトは、SPSS Ver 17.0j for windows を用

いた。

７．倫理的配慮

　居宅介護支援事業所と家族介護者に研究協力への

同意、不同意は自由であること、得られた情報は厳

重に保管されること、調査票や同意書から個人や事

業所が特定できないようプライバシーの保護に努

め、結果の報告や発表に際して特定されることはな

い旨を文書で説明し、書面にて同意を得た。

　この研究は、2008 年 5 月 12 日に開催された信

州大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会の承

認を得て実施した。（承認番号 1099）

Ⅳ．結果

１．家族介護者の基本的属性

　A 市にある居宅介護支援事業所 51 か所のうち、

46 か所の居宅介護支援事業所から協力が得られ、

在宅で介護を受けている要介護 4・5 の 985 人の

うち、家族が遠隔地、入院等の理由で調査できな

かった 205 人を除き、780 人に調査票を配布し

た。そのうち 420 人から回答が得られた（回収率

53.8％）。健康行動の項目に欠損値があった回答者

57 人と性別不明の 2 人を除外し、最終的に 361 人

を分析対象とした。（有効回答率 86.0％）。

家族介護者の状況は表１に示す。

の指標を改変して使用した。これは「規則正しい食

事」「欠かさず野菜をとる」「牛乳を 1 日 1 本飲む（約

200ml）」「塩辛いものを控える」「酒を控える」「煙

草を控える」「間食や夜食を控える」「動物性脂肪を

控える」「1 日に 7 時間以上睡眠をとる」「疲労を感

じたら休息をとる」「毎日決まった運動をする」の

11 項目を「実行している」を 2 点、「時々実行して

いる」を 1 点、「実行していない」を 0 点の 3 件法

で尋ねた。ただし酒と煙草の 2 項目のみ、「飲まな

い」「吸わない」を 3 点とする 4 件法で尋ねた。11

項目の配点範囲は 0 ～ 24 点である。信頼性はクロ

ンバックα係数で、内的整合性を検証し、α係数は

0.701 であった。

　「健診の受診」、「がん検診の受診」を「実行して

いる」を 2 点、「時々実行している」を 1 点、「実

行していない」を 0 点の 3 件法で尋ねた。「治療が

必要な定期的な受診」を「受診の必要はない」を 3

点、「実行している」を 2 点、「時々実行している」

を 1 点、「実行していない」を 0 点の 4 件法で尋ね

0 ～ 3 点を配点した。3 項目の配点範囲は 0 ～ 7 点

である。信頼性はクロンバックα係数で、内的整合

性を検証し、3 項目と項目数が少なかったがα係数

は 0.654 であったため、使用できると判断した。

　家族介護者の基本的属性として性別、年齢、家族

員数、家族形態、就労の有無、経済状況のゆとりの

有無は「ゆとりあり」「ややゆとりあり」「ふつう」「あ

まりゆとりなし」「ゆとりなし」の 5 件法で尋ねた。

　介護状況として要介護者の性別、年齢、介護度、

認知症、医療処置の有無、介護サービス、要介護者

との続柄、1 日の介護時間、夜間起きる回数、副介

護者の有無を尋ねた。

　家族介護者の健康悪化の認識として「介護を続け

ると介護者の体調を崩したり健康を損ないやすい」

「介護者が健康をそこなえば介護に大きく影響する」

の 2 項目を「そう思わない」から「そう思う」ま

での 5 件法で尋ねた。

　家族介護者の行動の起こる見込みは、行動の有効

性として「健康診査等は健康を保つために大切なの

で受ける必要がある」「健康のために良い生活習慣

を続けることが必要である」を、また行動の障害性

として「介護を続けながら健康診査を受けに行くこ

とは難しい」「介護を続けながら健康のために休息

をとったり運動等をすることは難しい」を「そう思

わない」から「そう思う」まで 5 件法で尋ねた。

　家族介護者の行動のきっかけの 5 項目は、定期的

な通院を要する家族介護者の「受診時の交通の便」、

家族介護者に「健診をすすめてくれる人」の有無、「生

活習慣の助言をしてくれる人」の有無、家族介護者

の得ている「健康診査やがん検診の情報数」、家族
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３．家族介護者の予防的健康行動

１）項目別健康行動

　現在の健康行動では、生活習慣の 11 項目の中で

「実行している」「時々実行している」と合わせて

最も実行できていた生活習慣は、「欠かさず野菜を

とる」348 人 (96.4％ )、「規則正しい食事」339 人

(93.9％ )、「動物性脂肪を控える」325 人 (90.0％ )

であった。「実行している」が最も少なかったのは、

「毎日決まった運動をする」156 人 (43.2％ )、「1 日

に 7 時間以上睡眠をとる」200 人 (55.4％ ) の順で

あった。酒は、「飲まない」が 174 人 (48.2％ ) と

最も多く、「酒を控えている」158 人 (43.7％ )、「控

えていない」29 人 (8.0％ ) であった。煙草では、「吸

わない」236 人 (65.4％ ) と最も多く、「煙草を控え

ている」103 人 (28.5％ )、「煙草を控えていない」

22 人 (6.1％ ) であった。

　介護者の性別は男性 81 人（22.4％）、女性 280

人（77.6％）と女性が多く、平均年齢（SD 標準偏

差）は、男性は 66.7 歳（± 11.85）、女性 63.8 歳（±

10.31）と男性が有意に高齢であった（p<0.05）。

　年齢分布では 64 歳までが 193 人（53.4％）、65

歳以上 164 人（45.4％）とほぼ同じであった。要

介護者と同居している介護者は 340 人（94.2％）で、

家族数では、介護者と要介護者の「2 人暮らし」が

89 人（26.2％）、「3 人以上」が 249 人（69.0％）と、

3 人以上で暮らしている家庭が多かった。家族形態

では、介護者と要介護者が夫婦である二人暮らしが

58 人（16.1％）、親子など夫婦以外の関係の二人暮

らしが31人（8.6％）であった。介護者の就業状況は、

「就業あり」125 人（34.6％）、「就業なし」231 人

（64.0％）と就業していない人が多かった。介護者

の経済状況では、「ふつう」が 182 人 (50.4％ ) と

最も多く、次いで「ゆとりなし」132 人 (36.6％ )、「ゆ

とりあり」45 人 (12.5％ ) の順であった。

２．要介護者との状況（表 2）

　要介護者の性別は男性 136 人（37.7％）、女性

224 人（62.0％）と女性が多かった。要介護者の年

齢は 84 歳未満が 165 人（45.7％）、85 歳以上 191

人（52.9％）と 85 歳以上の高齢者がやや多い状況

であった。

　要介護者との続柄では、夫 41 人と妻 90 人を合

わせると、配偶者の介護が 131 人（36.3％）と一

番多く、次いで子 128 人（35.5％）、嫁、兄弟姉妹・

婿等の順であった。

表２　要介護者との状況 n=361 
）％（ｎ目項

介護状況
要介護者の状況
性別

男性 136 37.7
女性 224 62.0

要介護者年齢
～８４歳まで 165 45.7
８５歳以上 191 52.9

介護度
介護度４ 214 59.3
介護度５ 144 39.9

認知症
あり 210 58.2
なし 141 39.1

医療処置
あり 143 39.6
なし 198 54.8

要介護者との続柄
夫 41 11.4
妻 90 24.9
子 128 35.5
嫁 85 23.5
兄弟姉妹、婿他 17 4.7

介護期間
～３６か月 205 56.8
３７か月以上 133 36.8

1日の介護時間
～６時間まで 192 53.2
７～１２時間 57 15.8
１３～２４時間 65 18.0

夜間起きる回数
0回 115 31.9
１～2回 179 49.6
3回以上 55 15.2

副介護者
ある 252 69.8
なし 102 28.3

 163=n況状の者護介族家　１表
）％（ｎ目項

基本的属性
性別

4.2218男

6.77082女

年齢
391でま歳４６ 53.4
461上以歳５６ 45.4

　　(再掲) 611でま歳０６ 32.1
142上以歳０６ 66.8

家族数（別居21人は除く） n=340
98人２ 26.2

0.96942上以人３
家族形態

２人暮らし（配偶者と同居） 58 16.1
２人暮らし（その他と同居） 31 8.6

942上以人３ 73.2
就業

6.43521りあ
0.46132しな

経済状況
5.2154りありとゆ
4.05281うつふ
6.63231しなりとゆ

6 家族介護者の予防的健康行動と関連する要因



５．行動の起こる見込みの認識 ( 表３)

　「健康診査等は健康を保つために大切なので受け

る必要がある」は、「そう思う」「どちらかと言えば

そう思う」が 342 人 (94.8％ )、「健康のために良い

生活習慣を続けることが必要である」は、「そう思う」

「どちらかと言えばそう思う」が 353 人 (97.8％ ) と、

ほとんどの介護者が健康行動の有効性を認識してい

た。

　「介護を続けながら健康診査を受けに行くことは

難しい」は「そう思う」と「どちらかと言えばそう

思う」が 196 人 (54.3％ )、「どちらともいえない」

が 57 人 (15.8％ )、「どちらかといえばそう思わない」

と「そう思わない」を合わせて 103 人 (28.6％ ) で

あった。「介護を続けながら健康のために休息をとっ

たり運動等をすることは難しい」は「そう思う」と

「どちらかと言えばそう思う」が226人(62.6％)、「ど

ちらともいえない」53 人 (14.7％ )、「どちらかとい

えばそう思わない」と「そう思わない」を合わせて

79 人 (21.9％ ) であった。

６．行動のきっかけ（表４）

　介護者に「健診の受診を勧めてくれる人」の有無

では、「いる」219 人 (60.7％）、「いない」135 人

（37.4％）であった。健診の受診をすすめてくれる

人の内訳（複数回答）は、家族 141 人（39.1％）、

医師や看護師 43 人（11.9％）、友人 32 人（8.9％）

の順で多かった。

　介護者に「生活習慣の助言をしてくれる人」の有

無では、「いる」169 人 (46.8％ )、「いない」(49.9％ )

とほぼ同じ割合であった。助言してくれる人の内

訳 ( 複数回答 ) は、家族や友人などの一般人からが

259 人 (71.7%)、医師や看護師などの専門職が 198

人 (54.8％ ) と一般人が多かった。

　介護者の得ている「健診やがん検診の情報数」は、

1 個 以 下 が 170 人 (47.1) ％、2 個 以 上 が 190 人

(52.6％ ) と約半々であった。情報源（複数回答）と

して市の広報から 251 人 (69.5％ )、市の健康診査

の冊子から 158 人 (43.8％ )、医師や看護師から 92

人(25.5％)、友人から46人(12.7％)であった。また、

介護者の健康に関する知識や方法の情報数は 2 個

以下が 169 人 (46.8％ )、3 個以上が 181 人 (50.1％ )

であった。介護者の得ている健康知識の種類 ( 複数

２）受検受診行動

　現在の受検受診行動では、健診は 251 人 (69.5％ )

が 実 行 し て お り、 実 行 し て い な い の は 110 人

(30.5％ ) であった。がん検診は実行しているが 152

人 (42.1％ ) で、実行していないは 209 人 (57.9％ )

であった。定期的な受診は 228 人 (63.2％ ) がして

おり実行していないは 119 人 (33.0％ ) であった。

４．健康悪化の認識 ( 表３)

　「介護を続けると介護者の体調を崩したり健康を

損ないやすい」を「そう思う」「どちらかと言えば

そう思う」と回答した介護者は 275 人 (76.2％ ) で

あった。「介護者が健康をそこなえば介護に大きく

影響する」を「そう思う」「どちらかと言えばそう

思う」と回答した介護者は 347 人 (96.1％ ) で、ほ

とんどの介護者が介護の及ぼす健康悪化の重大性を

認識していた。

表3　家族介護者の健康と介護の認識 n=361 

）％（ｎ目項

罹患性

介護は健康をそこないやすい

そう思う 176 48.8

どちらかといえばそう思う 99 27.4

どちらともいえない 57 15.8

どちらかとうえばそう思わない 9 2.5

そう思わない 10 2.8

重大性

介護に大きく影響する

533う思うそ 92.8

どちらかといえばそう思う 12 3.3

どちらともいえない 5 1.4

どちらかとうえばそう思わない 1 0.3

0いなわ思うそ 0.0

行動の有効性

健康診査は受ける必要がある

572う思うそ 76.2

どちらかといえばそう思う 67 18.6

どちらともいえない 12 3.3

どちらかとうえばそう思わない 2 0.6

3いなわ思うそ 0.8

良い生活習慣を続けること必要

003う思うそ 83.1

どちらかといえばそう思う 53 14.7

どちらともいえない 5 1.4

どちらかとうえばそう思わない 0 0.0

1いなわ思うそ 0.3

行動の障害性

健康診査を受けに行くことは難しい

101う思うそ 28.0

どちらかといえばそう思う 95 26.3

どちらともいえない 57 15.8

どちらかとうえばそう思わない 36 10.0

そう思わない 67 18.6

休息・運動とること難しい

521う思うそ 34.6

どちらかといえばそう思う 101 28.0

どちらともいえない 53 14.7

どちらかとうえばそう思わない 39 10.8

そう思わない 40 11.1

健
康
悪
化
の
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識

行
動
の
起
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る
見
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み
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に高かった (p<0.05)。

　経済状況では 3 群間で健康行動得点に有意差が

あった(p<0.01)。経済状況の「ゆとりあり」(17.07点，

SD3.81) は「ゆとりなし」(14.71 点，SD3.88) に比

べ、健康行動得点が有意に高かった (p<0.01)。また、

経済状況の「ふつう」(16.52 点，SD3.61) は「ゆ

とりなし」(14.71 点，SD3.88) に比べ、健康行動

得点が有意に高かった (p<0.01)。

２）家族介護者の状況（表５）

　介護状況で関連がみられたのは、要介護者と介護

者の続柄であった。要介護者との続柄による 5 群

間で受検・受療行動得点に有意差があった (p<0.01)。

介護者が「夫」(3.73 点，SD2.27) は介護者が「子」

(2.67 点，SD2.06) に比べ、受検・受療行動得点が

有意に高かった (p<0.05)。また、介護者が「妻」(3.71

点，SD1.80) は介護者が「子」(2.67 点，SD2.06)

に比べ、受検・受療行動得点が有意に高かった

(p<0.01)。副介護者の有無、1 日の介護時間、要介

護者の状況と受検・受療行動得点は有意差がみられ

なかった。

３）健康悪化の認識（表６）

　罹患性の認識である「介護を続けると介護者の体

調を崩したり健康を損ないやすい」は「そう思う」

(15.95 点，SD3.90) は「そう思わない」(15.70 点，

SD3.72) と比べ、健康行動得点に有意差はなかっ

た。重大性の認識である「介護者が健康をそこなえ

ば介護に大きく影響する」は「そう思う」(15.96 点，

SD3.80) は「そう思わない」(16.83 点，SD4.67) と

比べ、健康行動得点に有意差はなかった。

４）行動の起こる見込み（表６）

　行動の起こる見込みで関連がみられた要因は 3 つ

あった。行動の有効性である「健康診査は受ける必

要がある」では、「そう思う」(16.07 点，SD3.80)

は「そう思わない」(13.65 点，SD3.43) に比べ、

健康行動得点が有意に高かった (p<0.05)。行動の障

害としての項目は２つとも関連があった。「健康診

査を受けに行くことは難しい」では、「そう思わな

い」(16.56 点，SD3.41) は「そう思う」(15.47 点，

SD4.10) に比べ、健康行動得点は有意に高かった

(p<0.01)。「休息・運動とること難しい」では、「そ

う思わない」(17.04 点，SD3.28) は「そう思う」(15.31

点，SD4.00) に比べ、健康行動得点は有意に高かっ

た (p<0.01)。

５）行動のきっかけ（表６）

　介護者の行動のきっかけでは、「生活習慣の助言

回答 ) は、「テレビから」が 237 人 (65.7％ ) と最も

多く、「医師などの専門職から」198 人 (54.8％ )、「新

聞から」183人(50.7％)、「友人から」115人(31.9％)、

「家族から」114 人 (31.6％ ) の順であった。テレビ

や新聞の「媒体のみ」が 71 人 (19.7％ )、家族や医

師などの「人からのみ」は 75 人 (20.8％ )、「媒体

と人の両方」からは 204 人 (56.5％ ) で、媒体と人

の両方から得ている介護者が多かった。

　定期的な受診の必要がある介護者は 347 名で、

通院する上で「困難あり」が 79 名 (21.8％ )、「なし」

168 人 (46.5％ ) であった。介護者が通院必要ない

人は 94 人 (26.0％ ) であった。

７．健康行動に関する得点と関連要因の検討

１）介護者の基本的属性（表５）

　介護者の基本的属性で、健康行動得点と関連が

みられた要因は、性別で女性介護者は (16.21 点，

SD3.59) と、男性介護者 (14.94 点，SD4.47) に比べ、

健康行動得点が有意に高かった (p<0.05)。年齢では、

65 歳以上 (16.81 点，SD3.84) は 64 歳まで (15.18

点，SD3.66) に比べ、健康行動得点が有意に高かっ

た (p<0.01)。

　家族形態では 3 群間で健康行動得点に有意差が

あった (p<0.05)。配偶者と同居の 2 人暮らし (16.72

点，SD4.15) はその他と同居している 2 人暮らし

(14.39 点，SD4.07) に比べ、健康行動得点が有意

 163=nけかっきの動行 ４表

）％（ｎ目項

健診の受診をすすめてくれる人

7.06912るい

4.73531いない

生活習慣の助言をしてくれる人

8.64961るい

9.94081いない

健康診査やがん検診の情報数

071下以個１ 47.1

091上以個２ 52.6

健康に関する知識や方法の情報数

961下以個２ 46.8

181上以個３ 50.1

健康知識の種類別

17みの体媒 19.7

57みの人 20.8

媒体と人の両方 204 56.5

受診の交通の困難

8.1297りあ

5.64861しな

通院必要ない 94 26.0

8 家族介護者の予防的健康行動と関連する要因



個以上」(16.52 点，SD3.53) は「2 個まで」(15.32

点，SD4.02) に比べ、健康行動得点が有意に高かっ

た (p<0.01)。健康知識の種類別による 3 群間で健康

行動得点に有意差があった (p<0.01)。健康知識の種

類別で、「媒体と人の両方」(16.47 点，SD3.49) は

「媒体のみ」(14.58 点，SD3.97) に比べ、健康行動

得点が有意に高かった (p<0.01)。

をしてくれる人がいる」(16.64 点，SD3.53) は「生

活習慣の助言をしてくれる人がいない」(15.21 点，

SD3.987 点 ) に比べ、健康行動得点が有意に高かっ

た (p<0.01)。健康診査やがん検診の情報数が「2 個

以上」(16.36 点，SD3.64) は「1 個まで」(15.45 点，

SD3.99) に比べ、健康行動得点が有意に高かった

(p<0.05)。健康に関する知識や方法の情報数では、「3

表5　予防的健康行動の得点と家族介護者の状況

n 平均値 ＳＤ p値 平均値 SD p値
性別

449.072.251.3120.074.449.4118男
10.271.395.312.61082女

年齢
６４歳まで 193 15.18 3.66 0.000 2.65 2.09 0.000
６５歳以上 164 16.81 3.84 3.77 1.85

家族形態
２人暮らし（配偶者と同居） 58 16.72 4.15 0.022 3.97 1.80
２人暮らし（その他と同居） 31 14.39 4.07 0.016 2.90 1.66 0.005
３人以上 249 15.94 3.65 3.03 2.12

家族数
710.018.106.3349.052.419.5198人２

３人以上 249 15.94 3.65 3.03 2.12
就労

659.079.161.3680.047.324.51521りあ
31.251.388.361.61132しな

経済状況
ゆとりあり 45 17.07 3.81 0.000 3.56 2.04 0.001

16.325.61281うつふ 0.001 3.45 1.95 0.027

ゆとりなし 132 14.71 3.88 0.000 2.64 2.15 0.002

要介護者年齢
～８４歳まで 165 15.93 3.94 0.948 3.21 2.11 0.747
８５歳以上 191 15.90 3.78 3.14 2.02

介護度
介護度４ 214 16.33 3.54 0.013 3.21 2.04 0.764
介護度５ 144 15.27 4.16 3.14 2.09

認知症
409.090.291.3532.077.396.51012りあ

20.212.379.381.61141しな
医療処置

243.040.240.3810.085.373.61341りあ
80.262.300.483.51891しな

要介護者との続柄

100.072.237.3000.086.401.5114夫
妻

家
族
介
護
者
の
状
況

基
本
的
属
性

介

健康行動得点 受検受診行動得点
項目

33.394.7109妻 0.007 3.71 1.80 0.031

20.461.51821子 0.000 2.67 2.06 0.002

01.327.5158嫁 0.016 3.01 2.14
兄弟姉妹、婿他 17 16.35 3.86 3.35 1.62

介護期間
～３６か月 205 16.19 3.66 0.116 3.19 2.11 0.617
３７か月以上 133 15.51 4.11 3.08 1.98

1日の介護時間
～６時間まで 192 16.28 3.68 0.007 3.09 2.05 0.115
７～１２時間 57 15.93 3.51 3.67 2.00
１３～２４時間 65 14.65 3.95 2.95 2.05

夜間起きる回数
０から２回 294 15.99 3.81 0.665 3.13 2.09 0.282
3回以上 55 15.75 3.64 3.45 1.82

副介護者
031.070.282.3220.045.382.61252るあ

70.219.262.481.51201しな

介
護
状
況
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た (p<0.05)。

　家族形態では 3 群間で受検・受療行動得点に有

意差があった (p<0.05)。家族形態で、「配偶者と同

　介護者の性別では男性介護者 (3.15 点，SD2.27)

は女性介護者 (3.17 点，SD2.00) と比べ、受検・受

療行動得点に有意差はみられなかった。介護者の「就

労あり」(3.16 点，SD1.97) は「就労なし」(3.15 点，

SD2.13) と比べ、受検・受療行動得点に有意差はみ

られなかった。

８．受検・受療行動と関連要因のとの検討

１）家族介護者の基本的属性（表５）

　受検・受療行動得点と関連がみられた要因は、年

齢、家族数、家族形態、経済状況であった。介護者

の年齢では、「65 歳以上」(3.77 点，SD1.85) は「64

歳まで」(2.65 点，SD2.09) に比べ、受検・受療行

動得点が有意に高かった (p<0.01)。家族数が「2 人」

(3.60 点，SD1.81) の場合は「3 人以上」(3.03 点，

SD2.12) に比べ、受検・受療行動得点が有意に高かっ

表6　予防的健康行動の得点と家族介護者の認識

n 平均値 ＳＤ p値 平均値 SD p値
罹患性
　介護は健康をそこないやすい

そう思わない 76 15.70 3.72 0.621 3.09 2.01 0.728
そう思う 275 15.95 3.90 3.19 2.09

重大性
　介護に大きく影響する

そう思わない 6 16.83 4.67 0.578 2.33 2.34 0.308
そう思う 347 15.96 3.80 3.20 2.06

行動の有効性
　健康診査は受ける必要がある

そう思わない 17 13.65 3.43 0.011 1.18 1.33 0.000
そう思う 342 16.07 3.80 3.27 2.04

　良い生活習慣を続けること必要
そう思わない 6 15.17 4.83 0.612 3.00 2.00 0.836
そう思う 353 15.97 3.81 3.18 2.07

行動の障害性
　健康診査を受けに行くことは難しい

そう思わない 160 16.56 3.41 0.006 3.59 2.01 0.001
そう思う 196 15.47 4.10 2.84 2.04

　休息・運動とること難しい
そう思わない 132 17.04 3.28 0.000 3.55 2.11 0.008
そう思う 226 15.31 4.00 2.95 2.01

受診の交通の困難
198.089.121.3250.050.483.5197りあ

41.251.307.342.61861しな
健診の受診をすすめてくれる人

441.097.341.61912るい 3.44 2.04 0.001
いない 135 15.53 3.93 2.70 2.03

生活習慣の助言をしてくれる人
000.035.346.61961るい 3.63 2.00 0.000

いない 180 15.21 3.99 2.69 2.02
健康診査やがん検診の情報数

１個以下 170 15 45 3 99 0 023 2 64 2 11 0 000

行
動
の
き
っ

健
康
悪
化
の
認
識

行
動
の
起
こ
る
見
込
み

健
康
と
介
護
に
関
す
る
認
識

健康行動得点 受検受診行動得点
項目

１個以下 170 15.45 3.99 0.023 2.64 2.11 0.000
２個以上 190 16.36 3.64 3.65 1.89

健康に関する知識や方法の情報数
２個以下 169 15.32 4.02 0.003 2.76 2.13 0.000
３個以上 181 16.52 3.53 3.60 1.91

健康知識の種類別
媒体のみ 71 14.58 3.97 0.001 1.86 1.91 0.000

22.497.5157みの人 3.63 1.97 0.000

媒体と人の両方 204 16.47 3.49 3.50 1.96 0.000

っ
か
け
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Ⅴ．考察

１．家族介護者の特性について

　2007 年国民生活基礎調査 8) では、要介護者 ( 要

介護１～５) と同居している介護者の性別は、男性

26.1％、女性 71.9％と、本研究の家族介護者とほ

ぼ同じ割合であり、全国と同様な傾向であった。年

齢について同調査では、50 歳代が男 25.4％、女

31.6％と最も多く、本研究の介護者の平均年齢 60

歳代は高齢であり、60 歳以上が全国 8) は 6 割であ

るが、本研究は 7 割を占めており、特に男性介護

者で高齢であった。

　介護者の家族形態をみると、2004 年国民生活基

礎調査 9) では要介護者のいる世帯で、夫婦のみの

世帯は 19.5％、それ以外の核家族が 30.4％、三世

代世帯が 29.4％であった。本研究の介護者は夫婦

のみの世帯は 16.1％、三世代世帯が 69.0％とそれ

以外の核家族 8.6％が少なく、三世代世帯が多い家

族形態である。

　本研究における介護者の特徴は、他の調査対象者

に比べ、全国の介護者と同じ傾向であるが、女性が

3/4 を占め、年齢は 60 歳代以上が 7 割を占める高

齢で、全国調査の約 2 倍と三世代世帯が多く、2/3

は就労せずに介護を行っていたことである。

２．予防的健康行動と家族介護者の状況との関連に

ついて

　家族介護者の健康行動と関連していた要因は、性

別、年齢、経済状況、続柄、1 日の介護時間であった。

受検・受療行動では、年齢、経済状況、続柄であった。

本研究の介護者は健康行動がとれていた。これは、

持病を持ちながら介護していることや、配偶者との

2 人暮らしから、現在の生活を継続するためにより

健康行動に注意しているのではないかと考えられ

る。

　黒岩ら 10) は、「収入と健康や体力に投資する資

金との関連性が認められており、経済的な余裕が健

康などに対して、お金を投資する可能性がある」と

報告している。このことから本研究の家族介護者も

経済的に余裕があると、サービスの利用も多くなり、

自由な時間が使えるのではないかと推測される。自

由な時間を確保出来ることにより、休息や運動がで

き、さらに社会的参加により、心身機能が高まり、

健康行動をとれるとも考えられる。

　一方、健康行動をとりにくい介護者として、64

歳以下や、小野ら 11) の「経済的負担額が介護保険

の導入前の 3 倍となり家計を圧迫している」とい

う報告のように、介護保険サービス利用の負担があ

り経済的に余裕がない介護者や、2 人暮らしでも配

偶者以外の家族形態をとり、介護時間が 13 時間以

２）健康悪化の認識（表６）

罹患性の認識である「介護を続けると介護者の体

調を崩したり健康を損ないやすい」では「そう思

う」(3.19 点，SD2.09) は「そう思わない」(3.09

点，SD2.01) と比べ、受検・受療行動得点に有意差

はなかった。重大性の認識である「介護者が健康を

そこなえば介護に大きく影響する」では「そう思

う」(3.20 点，SD2.06) は「そう思わない」(2.33 点，

SD2.34) と比べ、受検・受療行動得点に有意差はみ

られなかった。

３）行動の起こる見込み（表６）

　行動の起こる見込みで関連がみられた要因は 3

つあった。行動の有効性の認識である「健康診査

は受ける必要がある」では、「そう思う」(3.27 点，

SD2.04）は「そう思わない」（1.18 点，SD1.34）

に比べ、受検・受療行動得点が有意に高かった

(p<0.01)。行動の障害としての認識の項目は２つと

も関連があった。「健康診査を受けに行くことは難

しい」では、「そう思わない」(3.59 点，SD2.01) は

「そう思う」(2.84 点，SD2.04) に比べ、受検・受療

行動得点が有意に高かった (p<0.01)。「休息・運動

とること難しい」では、「そう思わない」(3.55 点，

SD2.11) は「そう思う」(2.95 点，SD2.01) に比べ、

受検・受療行動得点が有意に高かった (p<0.01)。

４）行動のきっかけ（表６）

　行動のきっかけの 6 項目のうち 5 項目に関連が

みられた。「健診の受診をすすめてくれる人」が

「いる」(3.44 点，SD2.04) は「いない」(2.70 点，

SD2.03) に比べ、受検・受療行動得点が有意に高

かった (p<0.01)。「生活習慣の助言をしてくれる人」

が「いる」(3.63 点，SD2.00) は「いない」(2.69 点，

SD2.02) に比べ、受検・受療行動得点が有意に高かっ

た (p<0.01)。「健康診査やがん検診の情報数」では、

「2 個以上」(3.65 点，SD1.89) は「1 個まで」(2.64 点，

SD2.11) に比べ、受検・受療行動得点が有意に高

かった (p<0.01)。「健康に関する知識や方法の情報

数」では、「3 個以上」(3.60 点，SD1.91) は「2 個

まで」(2.76 点，SD2.13) に比べ、受検・受療行動

得点が有意に高かった (p<0.01)。「健康知識の種類

別」では、3 群間で受検・受療行動得点に有意差が

あった (p<0.01)。「健康知識の種類別」で「媒体と

人の両方」(3.50 点，SD1.96) は「媒体のみ」(1.86 点，

SD1.91) に比べ、受検・受療行動得点が有意に高かっ

た (p<0.01)。また、「人のみ」(3.63 点，SD1.97) は

「媒体のみ」(1.86 点，SD1.91) に比べ、受検・受療

行動得点が有意に高かった (p<0.01)。
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れる人の存在や健康知識の情報数が関係していた。

本研究の介護者は高齢であるが、介護時間が 7 時

間以上になると、地域で行われる教室等には参加し

にくいと考えられる。Matthews ら 14）は、中年ま

たは高齢の家族介護者と行き会う看護師は、介護者

の健康増進や病気の予防行動を促す良い位置にいる

ことから、地域で介護者と行き会う看護職は、健康

行動を支援するうえで重要な存在であるといえる。

助言者は医療の専門職だけとは限らず、介護支援専

門員、介護福祉士、友人、家族など介護者の周囲に

いる人の助言は有効であった。本研究の結果で、助

言をしてくれる人がいない介護者は 49.9％存在し、

助言者を得ることが大事である。

　健康に関する知識において、新聞やテレビなどの

媒体のみから得ているだけでなく、また、人からの

み得るだけでなく、媒体と人の両方から知識を得て

いた介護者は健康行動がとれていた。このことから、

媒体から情報を得、人からも直接情報を得、そこで

人と内容について確認し合ったり等の相互作用で、

健康行動を実行しようとするのではないかと考え、

人が関与することに意味があるといえる。また、地

域での健康教室も開催されているが、グループワー

クなど参加者同士やスタッフとの交流ができる機会

を設けることが効果的だと再度確認出来た。

　受検・受療行動においても健診の受診を勧めてく

れる人、生活習慣の助言をしてくれる人、健診やが

ん検診の情報数、知識、知識の種類別において関連

を示していた。健診の受診をすすめてくれる人とし

て、家族(39.1％)、医師や看護師(11.9％)の順であっ

たが、地域における健康づくりを担っている健康づ

くり推進員等の地域組織を育成・活用して、情報提

供と健康行動への助言が有効と考える。

４．予防的健康行動と健康悪化の認識

　本研究では、罹患性、重大性の認識は、HBM の

仮説とは逆の結果を示し、これは、介護者は介護に

よって健康が損なわれ、健康を損なえば介護に影響

すると大多数が認識していたため、健康行動と受検・

受療行動には関連がみられなかったと考えられる。

５．予防的健康行動と行動の起こる見込み

　本研究の介護者も健診を受けることの有効性は認

識しているが、介護を続けながら健診を受けにいく

ことや休養や運動をすることの難しさの障害性の認

識がみられた。このことから、健診を受けることの

有効性の情報を伝えながら、健康診査を受けにいく

ことを負担に思っている介護者には、その負担の認

識を少なくすることが必要であると考えられる。

　休養、運動をとることが難しいと感じている認識

上となっている介護者への支援が必要になってくる

と思われる。本研究の対象者は、7 時間以上の介護

している介護者は 33.8％、夜間覚醒 3 回以上の介

護者は 15.2％であった。このことから、介護者の

体調や介護時間、夜間覚醒の回数等の視点で検討す

る必要があると考える。

　以上のことから、男性、64 歳以下、13 時間以上

の介護、経済的ゆとりについてアセスメントする必

要性が示唆された。介護支援専門員に家族介護者の

ハイリスク者を知ってもらい地域包括支援センター

等の保健師と連携をとり支援することが重要である

と考える。

　また、64 歳以下の年代は、平成 20 年度から開

始となっている特定健診、特定保健指導の対象者の

年代でもある。2008 年高齢者白書では、メタボリッ

クシンドロームが強く疑われる者と予備軍は、特に

40 歳以降増加する傾向がみられ、若年期からの健

康づくりが重要である 12）ように、この年代からの

生活習慣病のハイリスクを予防し疾病の発症が防げ

れば、高齢期の健康の維持につながるため、効果的

な生活習慣病予防を行わなければいけない大切な年

代である。

　一方、本研究の受検・受療行動については、受検・

受療行動がとれていたのは 65 歳以上、配偶者、嫁

であり、とれていなかったのは 64 歳以下、子の世

代であった。これは、64 歳以下の年代では、就労

していれば職場健診があると考えられるが、介護を

しながらの就労は、就労状況の形態ではフルタイム

ではないかもしれず、職場で受けられる雇用形態で

はない可能性も考えられる。しかし、本研究では、

就労形態への回答数が少なかったため明らかにはで

きなかった。

　また、本研究の介護者は、経済的にゆとりがな

いと受検行動はとれていなかった。川上ら 13）は、

50・60 歳代 611 人の調査から、「仮想状況でのが

ん検診受診希望を質問した結果、がん検診の受診行

動に影響を与える因子は検診にかかる時間と費用で

あった」。また、実際に「世帯年収ごとに検討して

みると年収 300 万円未満の群では、年 1 回受診し

ている割合は低く、受けたことがない人が多くなっ

ていた」とあるように、介護者と接することができ

る看護職等が経済的なことも含めた生活の様子を確

認していく必要がある。また、行政として財政が厳

しい状況であるが、保健予防である健診、がん検診

に継続して予算をつけ、受診者の負担を軽減する必

要があると考える。

３．予防的健康行動と行動のきっかけについて

　介護者の健康行動には、生活習慣の助言をしてく
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や、地域の関係機関等との連携の必要性や有効な支

援手段の示唆を得た。

Ⅶ．本研究の限界と課題

　本研究は A 市という一地方都市の結果であるこ

と、また、回収率は 53.8％と家族介護者全部では

ないが、本研究の家族介護者は男 81 人 (22.4％ )、

女 280 人 (77.6 ％ ) と、A 市 全 体 の 介 護 者 の 男

(26.3％ )、女 (73.7％ ) と比率が類似しており、家

族介護者全体のものとして反映できると考えられ

る。しかし、調査票を返送した介護者は介護時間が

短い、夜間起きる回数が少ないなど、比較的介護状

況が安定している方や介護に熱心に取り組んでいる

方が協力してくれた可能性があり、この結果の一般

化には限界がある。また、介護支援専門員を通じて

調査票を配布しているため、任意性の確保に課題が

残る。

　今後の課題として、縦断的な調査及び介護度が低

いが認知症のある要介護者を介護している介護者

や、家族形態で健康行動が取りにくかった介護者へ

の調査も必要である。また、予防的健康行動に関わ

る要因は示されたが、直接的な因果関係はさらに検

討が必要である。
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も同様に確認しながら支援することが必要と考え

る。しかし、健診や休息、運動をとることが難しく

ないと認識している介護者もおり、そう認識してい

る介護者の背景が明らかになると支援の方向も明確

になると考える。本研究では、休息は、重度になる

前よりとりにくくなっており有意差がみられたが、

運動習慣については有意差がなく、現在も継続して

運動しており、習慣化に伴い、介護状況が変化して

も継続されていると受け取ることもできる。しかし、

運動を継続しているのは、43.2％と半数以下である。

神田ら 15）の 60 歳以上の一般住民 2,200 人での調

査では、「体操や運動をよくする割合は約 25％」で

あり、黒岩ら 10）の 60 ～ 75 歳地域高齢者 1,298

人では、運動している者は 41.1％の結果と同じよ

うに、介護者も健康行動の中では実行できない割合

が高い運動習慣である。しかし、神田ら 15）の「10

年以上にわたる長期の生命予後には運動習慣が寄与

し、比較的短期間では精神的健康に効果が期待され

る」ことから、精神的健康ではうつの悪化が抑えら

れ、長期的には生命予後に寄与することや Gallant

ら 16）の運動を含めた健康行動は介護ストレスの対

処に効果もあることが報告されており、習慣化した

い健康行動であると考える。

Ⅵ．結論

　A 市の要介護４・５の重度の家族介護者 361 人

の回答から家族介護者の予防的健康行動である健康

行動と受検・受療行動を、HBM を活用して明らか

にし、それに関連する要因を検討し以下の結果を得

た。

１．HBM の活用により予防的健康行動と関連する

家族要因として、特に男性、64 歳以下、13 時間以

上の介護、経済的ゆとりなしのハイリスク者が明ら

かになった。

２．健康悪化と行動が起こる見込みの有効性はほと

んどの家族介護者が認識していた。障害性の認識が

あると、実際の予防的健康行動がとれなかった。行

動のきっかけでは、健康や知識の情報数や健診を勧

める人、助言者がいると、予防的健康行動がとれて

いた。また、情報種類として媒体だけでなく、人に

よる情報が有効であることが明らかになった。

３．家族介護者の健康維持や療養継続のためには、

ハイリスク者や定期的な受療についてアセスメント

すること、有効性の認識を高めること、障害性の認

識を低減すること、情報提供を含む助言者の存在が

あると有効であることが明らかになった。

　従って、HBM の活用により地域保健活動として、

重度な介護をしている家族介護者の予防的健康行動

を維持するために、優先して支援すべき家族介護者
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